
主 な 補 正 項 目

１ コロナ禍における原油価格・物価高騰対策
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

１ 省エネルギー化・有 218,495 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、低 農林水産部

［ ］機質肥料活用のため コスト型の農業経営への転換を促進するため、 産地支援課

の資機材整備緊急対 省エネルギー化や肥料コスト低減に必要な機

策事業 器等の導入を支援

［助成対象者］

施設園芸や有機農業に取り組む農業者

［助成内容］

①省エネルギー化：ヒートポンプ等

②肥料コスト低減：マニュアスプレッ

ダー等

［助成率］1/2

２ 県内飼料・堆肥生産 90,000 輸入飼料・肥料の価格高騰に対応し、飼料 農林水産部

［農畜産課］流通緊急支援事業 と堆肥の県内生産及び流通を促進する取組を

支援する予算を増額

３ 林業・木材産業省エ 150,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、安 農林水産部

［ ］ネ機器等導入緊急支 定した木材生産体制を整備するため、省エネ 林 業 課

援事業 ルギー・省コスト機器等の導入を支援する予

算を増額

４ 水産業省エネ機器等 43,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、漁 農林水産部

[沿岸漁業振興導入緊急支援事業 業経営の強化を図るため、省エネルギー・省

課]コスト機器等の導入を支援する予算を増額



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

５ 農業水利施設電気料 27,000 農業者が構成員となる土地改良区等におけ 農林水産部

［ ］金高騰緊急対策事業 る農業水利施設の適切な維持管理の確保及び 農地整備課

農業者の負担軽減を図るため、農業水利施設

の電気料金高騰に対して支援

［助成対象者］

農業水利施設管理者（土地改良区、水

利組合等）

［助成対象経費］

農業水利施設の電気料金高騰相当分

［助成率］1/2

［対象期間］

Ｒ４年４月～Ｒ５年３月

６ 種苗生産施設経費軽 5,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、種 農林水産部

[沿岸漁業振興減緊急対策事業 苗単価の値上げを抑制し漁業者の負担軽減を

課]図るため、種苗生産施設の電気料金等に対し

て支援

［支援対象施設］

県内種苗生産（中間育成）施設

①海 面： 公社）水産振興協会（

②内水面：江川漁業協同組合

高津川漁業協同組合

［支援対象経費］

①種苗供給事業に係る燃料費

②種苗生産（中間育成）施設の電気料

金、餌代

［助成率］1/2

［対象期間］

Ｒ４年４月～Ｒ５年３月

７ 漁業近代化資金利子 1,728 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、漁 農林水産部

[沿岸漁業振興補給事業 業者等に対する長期低利の設備資金である漁

課]業近代化資金について 貸付額の増加を受け、 、

融資枠及び利子補給金を増額

［融資枠］

994,100千円 → 1,605,510千円



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

８ ものづくり産業エネ 578,000 エネルギー価格高騰の影響を受けている製 商工労働部

［ ］ルギーコスト削減対 造業者が取り組むエネルギーコスト削減効果 産業振興課

策緊急支援事業 の高い設備投資等を支援する予算を増額

［助成率］1/2（小規模事業者は2/3）

［助成額］40～500万円

９ 飲食・商業・サービ 700,000 エネルギー価格高騰の影響を受けている飲 商工労働部

［ ］ス業等エネルギーコ 食・商業・サービス業等の事業者が取り組む 中小企業課

スト削減対策緊急支 エネルギーコスト削減効果の高い設備投資等

援事業 を支援する予算を増額するとともに、助成下

限額を引き下げ（40万円→20万円）

［助成率］1/2（コロナ資金を利用している

場合は2/3）

［助成額］20～200万円

10 中小企業団体経営基 100,000 原油価格・物価高騰の影響を受けている県 商工労働部

［ ］盤緊急強化事業 内中小企業者を構成員とする団体に対し、コ 中小企業課

スト削減や生産性向上などに資する共同で実

施する取組を支援する予算を増額

［助成率］

1/2（構成員の2/3以上が小規模事業者

である場合 2/3）

［助成上限額］

ハード 2,000万円

ソフト 400万円

11 ものづくり産業生産 255,000 原油価格・物価高騰の影響を受けている製 商工労働部

［ ］プロセス変革等支援 造業者の生産プロセスの変革やサプライチェ 産業振興課

事業（原油価格・物 ーン再構築への対応等による収益確保のため

価高騰対策分） に必要な設備投資等を支援する予算を増額

［助成率］1/2（小規模事業者は2/3）

［助成額］50～1,000万円



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

12 冬季観光需要喚起支 30,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、観 商工労働部

［ ］援事業 光事業者の事業継続を支援するため、冬季閑 観光振興課

散期における観光需要の喚起を実施

①二次交通を組み込んだ旅行商品造成支援

旅行会社等に対し二次交通（電車、バ

ス、タクシー、レンタカー）付きの旅行

商品の造成に要する経費を助成

②デジタルクーポンと連動した土産物店・

観光施設等の消費喚起支援

「冬のおもてなしクーポンキャンペー

ン」の対象店舗等を利用する観光客に対

し 「しまねっこクーポン」1,000円分を、

配布

13 しまねいきいき職場 48,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、中 商工労働部

［ ］づくり推進事業（賃 小企業等における賃上げを支援するため、職 雇用政策課

金アップ支援枠） 場環境改善に資する取組に要する経費を助成

［助成対象者］

県内中小企業等のうち、以下の条件を

全て満たすもの

・事業所内の最低賃金が1,000円以下で

あり、かつその最低賃金を33円以上

引き上げる

・国の「業務改善助成金」の対象外

・ しまねいきいき職場宣言」宣言企業「

［助成内容］

業務管理システム、POSレジシステム、

セルフオーダーシステムの導入や、業務

改善のコンサルティングなど

［助成率］

ハード1/2・ソフト2/3

［助成上限額］

120万円



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

14 公共交通特別支援事 318,520 新型コロナウイルス感染症の影響による利 地域振興部

［ ］業 用者の減少に加え、原油価格高騰の影響を受 交通対策課

ける中、県民生活を支えるため事業を継続し

ている公共交通事業者に対して運行経費の一

部を助成

※燃料費高騰相当分は５月補正予算で措置

15 貨物自動車運送事業 87,695 原油価格高騰の影響を受ける中、物流の基 地域振興部

［ ］者に対する燃料費高 幹的役割を担っている貨物自動車運送事業者 交通対策課

騰緊急支援事業 に対して支援金を支給

［支給対象］

県内に事業所を有する貨物自動車運送

事業者

［支給額］

普通・大型貨物自動車 16,000円／台

軽貨物自動車 5,000円／台

※１事業者あたり50台を上限

県 市町村

10/10 － 129,226

10/10 － 4,780

地域間幹線系統 10/10 ※ 44,697

広域バス路線 1/2 1/2 5,317

生活交通確保対策交付金
対象系統

1/3 2/3 83,957

1/2 1/2 21,437

2/3 1/3 29,106

　※市町村も一定額を追加支援

一般路線
バス

一畑電車

隠岐汽船

予算額
（千円）

助成対象
負担割合

高速バス

空港連絡バス



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

16 医療・介護・保育施 1,388,120 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、県 健康福祉部

［ ］設、公衆浴場等に対 内の医療機関、介護施設、障がい福祉サービ 地域福祉課

［ ］する物価高騰緊急支 ス施設、保育施設、公衆浴場等に対して応援 医療政策課

［高齢者福祉援事業 金を支給

課］

［青少年家庭

課］

［子ども・子

］育て支援課

［障がい福祉

課］

［ ］薬事衛生課

17 県立学校における電 27,214 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、児 教育委員会

［ ］気料金緊急対策 童・生徒の学習環境を確保するため、学校に 学校企画課

［特別支援教おける電気料金を増額

育課］

区分 対象施設 支給額

医療機関等
病院、診療所、
歯科診療所、薬局

・病院・有床診療所：20万円／施設
（このほか、１病床あたり４万円や救急
 機能による加算あり）
・無床診療所・歯科診療所：20万円／施設
・薬局：10万円／施設

介護施設 高齢者福祉施設
・入所系：20～120万円／施設
・通所・訪問系：10万円／施設

障がい福祉
サービス施設

障がい福祉施設
・入所系：20～120万円／施設
・通所・訪問系：10万円／施設

保育施設等

保育所、幼稚園、
認定こども園、
認可外保育施設、
放課後児童クラブ

・10万円／施設

公衆浴場 一般公衆浴場等 ・30万円／施設

児童養護施設、
救護施設等

・入所系：20～90万円／施設
・通所系：10万円／施設

助産所、施術所、里親
等

・10万円／施設
（里親は２万円／児童）

※　市町村立（公設民営を含む）施設は支給対象外

その他



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

18 私立学校・私立専修 17,987 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、児 総 務 部

［ ］学校における光熱費 童・生徒等の学習環境を確保するため、学校 総 務 課

緊急支援 における光熱費を支援

［対象］

私立中学校・高校、私立専修学校高等

課程、私立専修学校専門課程

19 指定管理者制度導入 253,852 原油価格・物価高騰による光熱費の上昇を 政策企画局

［女性活躍推施設の指定管理料 踏まえ、令和４年度の指定管理料を変更

進課］［増額する施設］

あすてらす、アクアス、美術館、 地域振興部

［しまね暮ら県民会館、グラントワ、サヒメル、

し推進課］体育施設、いきいきプラザ、

いわみーる しまね花の郷 ゴビウス 環境生活部、 、 、

［ ］浜山公園、石見海浜公園、万葉公園、 文化国際課

［スポーツ振サンレイク 古曽志公園 風土記の丘、 、 、

興課］古代出雲歴史博物館

［ ］自然環境課

健康福祉部

［健康福祉総

務課］

農林水産部

［ ］産地支援課

［ ］水 産 課

土 木 部

［ ］都市計画課

教育委員会

［ ］社会教育課

［文化財課］



２ 新型コロナウイルス感染症対策等予算の減額補正
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

20 新型コロナウイルス ▲296,934 令和４年度予算に計上した新型コロナウイ 総 務 部

［ ］感染症対策予算の減 ルス感染症対策予算について、事業の執行状 人 事 課

額 況に応じた減額補正を実施 環境生活部

［ ］①国補助金の採択結果に応じた減額 文化国際課

［スポーツ振・観光施設等整備支援事業

興課］②県有施設での感染症対策工事の減額

・産業交流会館管理運営事業 農林水産部

［農林水産総・芸術文化センター事業

務課］③全国大会等の終了に伴うＰＣＲ検査費用

の減額 商工労働部

［ ］・学校部活動感染症対策事業 商工政策課

［ ］・国民体育大会選手派遣事業 観光振興課

［しまねブラ④その他事業執行に応じた減額

］・首都圏情報発信・県産品販路開拓事業 ンド推進課

・ 美肌県しまね”観光総合対策事業 教育委員会“

［ ］・コロナ禍における農林水産品の価格・ 保健体育課

需要変動対策事業

・行政改革推進費（モバイルパソコンの

調達）

21 新型コロナウイルス ▲700,000 新型コロナウイルス及び原油価格・物価高 総 務 部

［ ］感染症対策等調整費 騰対策に対応するための枠予算について、執 財 政 課

の減額 行状況に応じた減額補正を実施

・新型コロナウイルス感染症対策調整費

▲５億円（枠予算15億円→10億円）

・原油価格・物価高騰対策調整費

▲２億円（枠予算５億円→３億円）



３ その他
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

22 「しまね和牛」認知 10,000 第12回全国和牛能力共進会において肉質が 農林水産部

［農畜産課］度向上・販路拡大緊 全国１位に評価された「しまね和牛」の認知

急対策事業 度向上及び販路拡大の取組を緊急的に実施

［債務負担行為］

15,000千円（Ｒ５）

23 ＪＲ線利用促進事業 6,127 ＪＲ線のビジネス利用を促進するため 県 地域振興部、 、

［ ］沿線市町及び商工団体等からなる島根県鉄道 交通対策課

整備連絡調整協議会の取組を支援

［実施内容］

ＪＲ駅周辺での会議開催のモデルプラ

ンを作成

24 特別支援学校校舎等 17,465 浜田養護学校の児童増加に伴う教室不足と 教育委員会

［ ］整備事業 職員室の狭隘化に対応するため、施設を改修 教育施設課

25 漁業経営等緊急対応 331 台風11号及び14号により被害を受けた漁業 農林水産部

[沿岸漁業振興資金 者が復旧に必要な資金を借り入れた場合に、

課]当初３年間は融資利率0.3％、保証料率０％と

なるよう金融機関等に対する利子補給等を実

施

［融資枠］２億円

［資金使途］施設等資金、運転資金

［融資限度額］

・施設等資金 １億円

・運転資金 1,000万円

［融資利率］

・当初３年間 0.3％

・４年目以降 0.6％

［保証料率］

・当初３年間 ０％

・４年目以降 0.71～1.09％

26 自然公園の復旧事業 18,000 台風14号の波浪により被害を受けた自然公 環境生活部

［ ］園内遊歩道の復旧工事を実施 自然環境課


